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  全体像とスケジュール 

１ 人口ビジョンの位置づけ 

 ち・ひと・しごと創生法（平成 26年法律第  36号）の制定により、閣議決定された

「 ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の令和元年改訂版が令和元年  2月 20日閣議決

定され した。その改訂版を勘案し、かつ本町における平成 26年以降の状況変化等も踏 

えて、本町が今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示するものです。 

２ 対象期間 

本町の人口ビジョンは、国の長期ビジョンの期間（2060年（令和 42年））を基本とし

 す。 

３ 国の長期ビジョン 

国の長期ビジョンにおける我が国の人口の推移と長期的な見通しは以下のとおりです。 

 

 ※まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（我が国の人口の推移と長期的な見通し） 
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（２）人口ピラミッドの推移 

 町の人口ピラミッドの推移を見ると、1980年（昭和 55年）は、年少人口が老年人

口より多いひょうたん型ですが、 015 年になると人口の最も多い年齢層が上昇すると共

に若年層が少なくなっており、 040年（令和   年）のピラミッドの形状は、逆三角形

となっています。また、各年とも 15 歳～２4 歳が進学等で流出し、極端に少なくなって

いますが、 0代後半から回復しています。 
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２０４０年 
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老年人口（65歳以上） ： 4,761人 （36％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：6,964人 （53％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 1,514人 （11％） 
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１９９５年 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,481人 （21％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：10,099人 （61％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 2,900人 （17％） 
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１９８０年 
男 女 

老年人口（65歳以上） ： 2,363人 （13％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：11,422人 （65％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 3,742人 （21％） 

※地域経済分析システム 
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（３）出生・死亡、転入・転出の推移 

1995年（平成 7年）以降の出生数・死亡数を見ると、1995年（平成 7年）以降は、

死亡数が出生数を上回る「自然減」が継続しています。出生数は、 000年（平成 1 年）

以降は、ほぼ横ばいで推移していますが、死亡数は、 000年（平成 1 年）以降、微増

減を繰り返しながら増加傾向にあります。 

転入数・転出数を見ると、1995年（平成 7年）、1998年（平成 10年）、 003年

（平成 15年）に、転入数が転出数を上回る「社会増」となっていますが、それ以外の年

では、転出数が転入数を上回る「社会減」が継続しています。 
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（２）人口ピラミッドの推移 

 町の人口ピラミッドの推移を見ると、1980年（昭和 55年）は、年少人口が老年人

口より多いひょうたん型ですが、 015 年になると人口の最も多い年齢層が上昇すると共

に若年層が少なくなっており、 040年（令和   年）のピラミッドの形状は、逆三角形

となっています。また、各年とも 15 歳～２4 歳が進学等で流出し、極端に少なくなって

いますが、 0代後半から回復しています。 

117（1.49%） 

152（1.94%） 

184（2.35%） 

153（1.95%） 

113（1.44%） 

153（1.95%） 

124（1.58%） 

126（1.61%） 

169（2.16%） 

175（2.23%） 

213（2.72%） 

271（3.46%） 

274（3.50%） 

288（3.68%） 

254（3.24%） 

298（3.80%） 

319（4.07%） 

248（3.17%） 

117（1.49%） 

111（1.42%） 

133（1.70%） 

163（2.08%） 

141（1.80%） 

111（1.42%） 

98（1.25%） 

112（1.43%） 

109（1.39%） 

123（1.57%） 

157（2.00%） 

234（2.99%） 

284（3.62%） 

297（3.79%） 

308（3.93%） 

267（3.41%） 

388（4.95%） 

386（4.93%） 

349（4.45%） 

316（4.03%） 

0 200 400 600 800  ,000

0200400600800 ,000

0～4歳 

5～9歳 

10～14歳 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55～59歳 

60～64歳 

65～69歳 

70～74歳 

75～79歳 

80～84歳 

85～89歳 

90歳以上 

２０４０年 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,538人 （45％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：3,437人 （44％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 860人 （11％） 

276（2.08%） 

246（1.86%） 

262（1.98%） 

260（1.96%） 

174（1.31%） 

241（1.82%） 

287（2.17%） 

302（2.28%） 

322（2.43%） 

300（2.27%） 

395（2.98%） 

545（4.12%） 

613（4.63%） 

620（4.68%） 

416（3.14%） 

403（3.04%） 

368（2.78%） 

181（1.37%） 

44（0.33%） 

212（1.60%） 

249（1.88%） 

269（2.03%） 

225（1.70%） 

197（1.49%） 

257（1.94%） 

311（2.35%） 

310（2.34%） 

331（2.50%） 

296（2.24%） 

460（3.47%） 

526（3.97%） 

612（4.62%） 

606（4.58%） 

454（3.43%） 

558（4.21%） 

530（4.00%） 

368（2.78%） 

213（1.61%） 

0 200 400 600 800  ,000

0200400600800 ,000

0～4歳 

5～9歳 

10～14歳 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55～59歳 

60～64歳 

65～69歳 

70～74歳 

75～79歳 

80～84歳 

85～89歳 

90歳以上 

２０１５年 
男 女 

老年人口（65歳以上） ： 4,761人 （36％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：6,964人 （53％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 1,514人 （11％） 

388人（2.35%） 

499人（3.03%） 

601人（3.65%） 

484人（2.94%） 

236人（1.43%） 

288人（1.75%） 

371人（2.25%） 

540人（3.28%） 

650人（3.94%） 

639人（3.88%） 

475人（2.88%） 

555人（3.37%） 

679人（4.12%） 

566人（3.43%） 

349人（2.12%） 

226人（1.37%） 

170人（1.03%） 

67人（0.41%） 

19人（0.12%） 

368人（2.23%） 

471人（2.86%） 

573人（3.48%） 

446人（2.71%） 

286人（1.74%） 

328人（1.99%） 

471人（2.86%） 

516人（3.13%） 

602人（3.65%） 

617人（3.74%） 

500人（3.03%） 

671人（4.07%） 

745人（4.52%） 

706人（4.28%） 

541人（3.28%） 

374人（2.27%） 

271人（1.64%） 

132人（0.80%） 

60人（0.36%） 

0 200 400 600 800  ,000

0200400600800 ,000

0～4歳 

5～9歳 

10～14歳 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55～59歳 

60～64歳 

65～69歳 

70～74歳 

75～79歳 

80～84歳 

85～89歳 

90歳以上 

１９９５年 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,481人 （21％） 
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１９８０年 
男 女 
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生産年齢人口（15歳～64歳） ：11,422人 （65％） 
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※地域経済分析システム 
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（５）年齢階級別の人口移動の状況 

①年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向 

1980年（昭和 55年）から  015年（平成  7年）の 5年刻みでの 5歳階級別純

移動数（転入数‐転出数）の推移を見ると、10代後半から  0代前半に大きく減少し、

 0代前半から  0代後半までは増加していましたが、 010年以降は減少しています。

また、60代後半以上は転出超過となる傾向が見られます。 

各年のグラフを比較すると、10代後半、 0代前半の転出超過の値は、1990年（平

成  年）以降、減少傾向となっています。 0代後半の転入超過の値は、1990年以降、

減少傾向となっています。 

 

 

※地域経済分析システム 
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②在留外国人の最近の状況 

1993 年（平成  5 年）から  0 0 年（令和２年）まで総人口に占める外国人の割

合は増えており、特に  017 年（平成  9 年）以降の増加率が高まっています。国籍

別在留外国人の推移については中国人が減少傾向である一方、ベトナム人が増加してい

ます。 
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  その他の基礎的調査と分析 

１ その他の参考となる調査分析 

（１）家族類型別一般世帯数の推移 

2000 （平成 12 ）から 2015 （平成 27 ）の家族類型別一般世帯数の構成を

見ると、一般世帯の約６割が核家族世帯となっています。世帯割合の推移を見ると、核家

族世帯、３世代同居世帯は、減少傾向、単独世帯は増加傾向となっています。 

 
 

（２）婚姻数・離婚数等の推移 

①婚姻数・離婚数の推移 

200  （平成 20 ）から 2017 （平成 29 ）の本町の婚姻数・離婚数の推

移を見ると、婚姻数は、2011 （平成 23 ）から減少傾向、離婚数は、2010 

（平成 22 ）から減少傾向となっています。 
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②在留外国人の最近の状況 
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②未婚率の推移 

2000 （平成 12 ）から 2015 （平成 27 ）の本町の 代別・男女別未婚

率（人口に占める未婚者の割合）の割合を、2010 （平成 22 ）と 2015 （平

成 27 ）で比較すると、（女性 35～39歳）が 5. ポイント増で、増減がもっとも大

きく、次いで（女性 40～44歳）が 3.7ポイント増、（男性 40～44歳）が 2.5ポイ

ント増となっています。 

 

男女別の生涯未婚率について、本町と鹿児島県、鹿児島市を比較すると、男性は、平

成 12 以降のいずれの も、鹿児島県、鹿児島市より高くなっています。また、女性

は、鹿児島県、鹿児島市より低くなっています。 
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歳で未婚の人は将来的にも結婚する予定がないと考えることもできることから、生涯独身でい

る人がどのくらいいるかを示す統計指標として使われる。 
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（３）年間観光入込客数の推移 

2000 （平成 12 度）から 201  （平成 30 度）の 間観光入込客数の推

移を見ると、2014 （平成 26 度）から増加傾向にあり、2016 （平成 2  

度）以降は横ばいとなっています。 
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②未婚率の推移 
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きく、次いで（女性 40～44歳）が 3.7ポイント増、（男性 40～44歳）が 2.5ポイ
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 ４）経済構造・企業活動 

①産業別就業者の推移 

 980 （昭和 55 ）から 20 5 （平成 27 ）の就業者数の推移を見ると、

町全体の就業者総数の減少が続いており、第  次産業については、昭和 55 からの

35 間で約６割減少しています。第 2次産業は、増加傾向にありましたが、 990 

（平成 2 ）をピークに減少傾向にあります。第 3次産業は、増加傾向にありました

が 2005 （平成  7 ）以降は、減少傾向となっています。 

 

20 5 （平成 27 ）の産業

別就業者構成比を見ると、第 3次

産業の就業者の割合が最も多く、

次いで第  次産業、第 2次産業と

なっています。 

第  次産業の就業者の割合は、

国や県よりも多くなっています。 
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男女別産業大分類別就業者数を見ると、農業・林業の就業者が最も多くなっており、

特化係数（「本町の＊産業の就業者の構成比÷全国の＊産業の就業者の構成比」で算出）

は、男性 7.75、女性 6.97となっています。 

就業者数は、農業・林業に次いで、男性は、建設業、製造業、卸売業・小売業、運輸

業・郵便業が多い傾向にあります。女性は、農業・林業、医療・福祉、製造業、卸売業・

小売業が多い傾向にあります。 

特化係数では、農業・林業、漁業、鉱業・砕石業・砂利採取業、複合サービス事業が

高く、男性は、建設業、女性は、製造業も高くなっています。 
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特化係数： 

特化係数とは、地域のある産業が、比較する地域と比べてどれだけ特化しているかを見る係

数であり、1であれば比較する地域と同様、１以上であれば、その産業は特化していると考え

られる。 
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 ４）経済構造・企業活動 

①産業別就業者の推移 

 980 （昭和 55 ）から 20 5 （平成 27 ）の就業者数の推移を見ると、

町全体の就業者総数の減少が続いており、第  次産業については、昭和 55 からの

35 間で約６割減少しています。第 2次産業は、増加傾向にありましたが、 990 

（平成 2 ）をピークに減少傾向にあります。第 3次産業は、増加傾向にありました

が 2005 （平成  7 ）以降は、減少傾向となっています。 

 

20 5 （平成 27 ）の産業

別就業者構成比を見ると、第 3次

産業の就業者の割合が最も多く、

次いで第  次産業、第 2次産業と

なっています。 

第  次産業の就業者の割合は、

国や県よりも多くなっています。 

 

 

 

4.0 

9.5 

28.0 

25.0 

19.4 

23.6 

71.0 

71.1 

48.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国 

鹿児島県 

大崎町 

産業別就業者構成比 平成27年） 

第1次産業 第2次産業 第3次産業 

4,666  

4,144  

3,132  

2,888  
2,432  

2,304  2,104  

1,838  

1,945  2,031  
2,322  2,269  

2,210  1,964  
1,646  1,550  

2,782  3,055  

3,052  

3,268  
3,462  

3,521  
3,266  

3,175  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

産業３部門別就業者の推移 

第1次産業 第2次産業 第3次産業 

※国勢調査 

※国勢調査 

 人） 
9,393人 

6,572人 

就業者総数 







 崎町人口ビジョン  崎町 

 

 5 

 

②産業別事業所数・従業者数の推移 

20 6 （平成 28 ）の産業別事業所数を見ると、卸売業・小売業が最も多く、次

いで、建設業、製造業となっています。2009 （平成 2  ）と 20 6 （平成 28

 ）を比較すると、卸売業・小売業が、46減と減少が顕著です。漁業は、微増してい

ますが、その他の産業は、減少傾向となっています。 
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産業別事業所数の推移 

平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 

※「事業所数」とは、経済活動が行われている場所の数で、原則として次の要件を備えているものをいう。 

①一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていることをいう。 

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていることをいう。 

また、以下の要件の事業所も含まれる。 

a.当該事業所に所属する従業者が 1人もおらず、他の会社など別経営の事業所から出向又は派遣されている人の

みで経済活動が行われている事業所。 

b.事業所として存在しているが、記入不備などで事業内容などが不明の事業所。 

 事業所） 

※地域経済分析システムデータより作成 
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②産業別事業所数・従業者数の推移 

20 6 （平成 28 ）の産業別事業所数を見ると、卸売業・小売業が最も多く、次

いで、建設業、製造業となっています。2009 （平成 2  ）と 20 6 （平成 28

 ）を比較すると、卸売業・小売業が、46減と減少が顕著です。漁業は、微増してい

ますが、その他の産業は、減少傾向となっています。 
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産業別事業所数の推移 

平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 

※「事業所数」とは、経済活動が行われている場所の数で、原則として次の要件を備えているものをいう。 

①一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていることをいう。 

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていることをいう。 

また、以下の要件の事業所も含まれる。 

a.当該事業所に所属する従業者が 1人もおらず、他の会社など別経営の事業所から出向又は派遣されている人の

みで経済活動が行われている事業所。 

b.事業所として存在しているが、記入不備などで事業内容などが不明の事業所。 

 事業所） 

※地域経済分析システムデータより作成 
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20 6 （平成 28 ）の全国の事業者別従業者より算出した、大崎町の事業者別従

業者の特化係数を見ると、漁業が 37.72と最も高く、次いで、農業・林業、鉱業・砕

石業・砂利採取業が高くなっています。 

鹿児島県の特化係数と比較すると、農業・林業、漁業、鉱業・砕石業・砂利採取業、

建設業、製造業、複合サービス事業が高くなっています。 
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 大崎町特化係数 鹿児島県特化係数 

※経済産業省「平成 28年経済センサス」データより作成 

特化係数： 

特化係数とは、地域のある産業が、比較する地域と比べてどれだけ特化しているかを見る係数であ

り、1であれば比較する地域と同様、１以上であれば、その産業は特化していると考えられる。 

 崎町特化係数： 

「本町の＊産業の事業者別従業者の構成比÷全国の＊産業の事業者別従業者の構成比」で算出。 

鹿児島県特化係数： 

「鹿児島県の＊産業の事業者別従業者の構成比÷全国の＊産業の事業者別従業者の構成比」で算出。 

 

事業者別従業者特化係数 平成 28年） 
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③製造品出荷額等の推移 

20 3 （平成 25 ）から 20 7 （平成 29 ）の製造品出荷額等の推移を見

ると、20 4以降は微増し続けています。 

製造品出荷額等順位を見ると、県内では  9位と 20 2 に比べ順位が 3位下降し

ました。全国では、950位と 20 2 に比べ順位が２位上昇しています。 

 

 

製造品出荷額等順位 

2017年 

県内 
19位 

全国 

950位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 愛知県豊田市  45  徳島県つるぎ町 

2位 神奈川県川崎市  46  宮崎県新富町 

3位 神奈川県横浜市  47  奈良県香芝市 

4位 千葉県市原市  48  佐賀県有田町 

5位 岡山県倉敷市  4   福島県川俣町 

6位 大阪府大阪市  50  鹿児島県大崎町 

7位 大阪府堺市  51  東京都港区 

8位 愛知県名古屋市  52  千葉県いすみ市 

9位 兵庫県神戸市  53  埼玉県和光市 

10位 広島県広島市  54  長野県高山村 

  55  香川県土庄町 
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※地域経済分析システム 
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20 6 （平成 28 ）の全国の事業者別従業者より算出した、大崎町の事業者別従

業者の特化係数を見ると、漁業が 37.72と最も高く、次いで、農業・林業、鉱業・砕

石業・砂利採取業が高くなっています。 

鹿児島県の特化係数と比較すると、農業・林業、漁業、鉱業・砕石業・砂利採取業、

建設業、製造業、複合サービス事業が高くなっています。 
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 大崎町特化係数 鹿児島県特化係数 

※経済産業省「平成 28年経済センサス」データより作成 

特化係数： 

特化係数とは、地域のある産業が、比較する地域と比べてどれだけ特化しているかを見る係数であ

り、1であれば比較する地域と同様、１以上であれば、その産業は特化していると考えられる。 

 崎町特化係数： 

「本町の＊産業の事業者別従業者の構成比÷全国の＊産業の事業者別従業者の構成比」で算出。 

鹿児島県特化係数： 

「鹿児島県の＊産業の事業者別従業者の構成比÷全国の＊産業の事業者別従業者の構成比」で算出。 

 

事業者別従業者特化係数 平成 28年） 
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20 6 （平成 28 ）の産業別付加価値額（企業単位）を見ると、「農業、林業」

が最も高く、次いで、「漁業」、「建設業」の順となっています。全産業での付加価値額(企

業単位)順位を見ると、県内では  6位と 20 2 に比べ順位が 3位上昇しました。全

国では、8 9位と 20 2 に比べ順位が  06位上昇しました。 

 

  

付加価値額(企業単位)順位 

2016年 

県内 
16位 

全国 

819位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 東京都千代田区 814位 埼玉県滑川町 

2位 大阪府大阪市 815位 京都府精華町 

3位 東京都港区 816位 北海道斜里町 

4位 東京都中央区 817位 神奈川県逗子市 

5位 愛知県名古屋市 818位 北海道紋別市 

6位 東京都新宿区 819位 鹿児島県大崎町 

7位 神奈川県横浜市 820位 高知県宿毛市 

8位 東京都渋谷区 821位 和歌山県有田市 

9位 東京都品川区 822位 山梨県甲州市 

10位 福岡県福岡市 823位 秋田県潟上市 

 824位 滋賀県米原市 
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付加価値額 企業単位）2016年 

産業：全ての大分類＞全ての中分類  百万円） 

※「付加価値額」とは、売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課の値をいう。 

（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費） 

※「企業数」「企業単位」とは、事業・活動を行う法人（外国の会社を除く）と個人経営の事業所を合計した数のことを

いう。個人経営であって同一の経営者が複数の事業所を経営している場合は、それらはまとめて 1つの企業とする。 

12,786  

3,383  

0  

2,742  2,545  

0  0  
490  

1,049  
0  22  202  310  161  48  

1,847  

29  435  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

農
業
，
林
業 

漁
業 

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業 

建
設
業 

製
造
業 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業 

情
報
通
信
業 

運
輸
業
，
郵
便
業 

卸
売
業
，
小
売
業 

金
融
業
，
保
険
業 

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業 

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業 

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業 

教
育
，
学
習
支
援
業 

医
療
，
福
祉 

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業 

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
） 

産業別付加価値額 企業単位） 平成28年） 

付加価値額 

 百万円） 

 ※地域経済分析システムデータより作成 

※地域経済分析システム 
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20 6 （平成 28 ）の産業別労働生産性（企業単位）を見ると、「漁業」が最も

高く、次いで、「農業、林業」、「運輸業、郵便業」、「学術研究、専門・技術サービス業」

の順となっています。全産業での労働生産性(企業単位)順位を見ると、県内では１位と

20 2 に比べ順位が 3位上昇しました。全国では、 23位と 20 2 に比べ順位

が 376位上昇しました。 

 

労働生産性(企業単位)順位 

2016年 

県内 
1位 

全国 

123位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 山梨県忍野村 118位 埼玉県三芳町 

2位 福島県富岡町 119位 群馬県邑楽町 

3位 大阪府田尻町 120位 奈良県河合町 

4位 愛知県豊田市 121位 福島県広野町 

5位 福島県飯館村 122位 静岡県磐田市 

6位 東京都千代田区 123位 鹿児島県大崎町 

7位 広島県府中町 124位 愛知県蟹江町 

8位 北海道えりも町 125位 北海道厚沢部町 

9位 宮城県大衡村 126位 愛媛県今治市 

10位 千葉県勝浦市 127位 兵庫県神戸市 

 128位 千葉県成田市 
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労働生産性 企業単位）2016年 

産業：全ての大分類＞全ての中分類 (千円/人) 

※地域経済分析システム 

※「労働生産性」とは、付加価値額÷従業者数の値をいう。 

※地域経済分析システムデータより作成 
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20 6 （平成 28 ）の産業別付加価値額（企業単位）を見ると、「農業、林業」

が最も高く、次いで、「漁業」、「建設業」の順となっています。全産業での付加価値額(企

業単位)順位を見ると、県内では  6位と 20 2 に比べ順位が 3位上昇しました。全

国では、8 9位と 20 2 に比べ順位が  06位上昇しました。 

 

  

付加価値額(企業単位)順位 

2016年 

県内 
16位 

全国 

819位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 東京都千代田区 814位 埼玉県滑川町 

2位 大阪府大阪市 815位 京都府精華町 

3位 東京都港区 816位 北海道斜里町 

4位 東京都中央区 817位 神奈川県逗子市 

5位 愛知県名古屋市 818位 北海道紋別市 

6位 東京都新宿区 819位 鹿児島県大崎町 

7位 神奈川県横浜市 820位 高知県宿毛市 

8位 東京都渋谷区 821位 和歌山県有田市 

9位 東京都品川区 822位 山梨県甲州市 

10位 福岡県福岡市 823位 秋田県潟上市 

 824位 滋賀県米原市 
  

26,070  

15,136  

4,790  

36,037  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

大崎町  肝付町  東串良町  志布志市  

付加価値額 企業単位）2016年 

産業：全ての大分類＞全ての中分類  百万円） 

※「付加価値額」とは、売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課の値をいう。 

（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費） 

※「企業数」「企業単位」とは、事業・活動を行う法人（外国の会社を除く）と個人経営の事業所を合計した数のことを

いう。個人経営であって同一の経営者が複数の事業所を経営している場合は、それらはまとめて 1つの企業とする。 
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産業別付加価値額 企業単位） 平成28年） 
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 百万円） 

 ※地域経済分析システムデータより作成 

※地域経済分析システム 
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④創業比率 

20 4（平成 26 ）～20 6 （平成 28 ）の創業比率を見ると、全国平均、鹿

児島県平均より低くなっています。 

創業比率順位を見ると、県内では 27位と 20 2 に比べ順位が  2位上昇しまし

た。全国では、 ,073位と 20 2 に比べ順位が 364位上昇しました。 

 

 

創業比率順位 

2016年 

県内 
27位 

全国 

1,073位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 福島県富岡町 1,065位 大阪府東大阪市 

2位 福島県楢葉町 1,065位 山梨県鳴沢村 

3位 福島県浪江町 1,065位 東京都荒川区 

4位 北海道陸別町 1,065位 北海道沼田町 

5位 宮城県女川町 1,065位 北海道富良野市 

6位 宮城県南三陸町 1,073位 鹿児島県大崎町 

7位 沖縄県北中城村 1,073位 福岡県大川市 

8位 岩手県大槌町 1,073位 岐阜県中津川市 

9位 岩手県山田町 1,073位 長野県白馬村 

10位 東京都渋谷区 1,073位 千葉県鋸南町 

 1,073位 千葉県いすみ市 
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鹿児島県志布志市 鹿児島県肝付町 鹿児島県東串良町 

創業比率 

 ％） 

※創業比率とは、「〔1〕新設事業所（又は企業）を年平均にならした数」の「〔2〕期首において既に存在していた事業所

（又は企業）」に対する割合 

事業所・統計調査に基づく 経済センサスに基づく 

2014～2016年 

全国平均 5.04％ 

鹿児島県平均 4.86％ 

大崎町 3.47％ 

志布志市 3.48％ 

肝付町 2.81％ 

東串良町 1.94％ 

※地域経済分析システム 
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⑤黒字赤字企業比率 

20 6 （平成 28 ）の黒字赤字企業比率を見ると、全国平均、鹿児島県平均より

低くなっています。黒字企業比率順位を見ると、県内では 28位と 20 2 に比べ順

位が 3位上昇しました。全国では、 ,320位と 20 2 に比べ順位が 389位下降し

ました。 

 

 

黒字企業比率順位 

2016年 

県内 
28位 

全国 

1,320位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 福岡県香春町 1,307位 福島県郡山市 

2位 沖縄県恩納村 1,307位 岩手県一関市 

3位 徳島県牟岐町 1,307位 北海道南富良野町 

4位 長野県売木村 1,307位 北海道ニセコ町 

5位 奈良県曽爾村 1,320位 沖縄県大宜味村 

6位 埼玉県日高市 1,320位 鹿児島県大崎町 

7位 北海道音威子府村 1,320位 熊本県西原村 

8位 高知県田野町 1,320位 長崎県大村市 

9位 沖縄県恩納村 1,320位 高知県檮原町 

10位 沖縄県伊平屋村 1,320位 愛媛県八幡浜市 

 1,320位 広島県府中市 
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黒字赤字企業比率 2016年 

産業：全ての大分類＞全ての中分類 

※地域経済分析システム 

※「黒字赤字企業比率」とは、営業利益ベースでの、黒字企業と赤字企業の割合をいう。 
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④創業比率 

20 4（平成 26 ）～20 6 （平成 28 ）の創業比率を見ると、全国平均、鹿

児島県平均より低くなっています。 

創業比率順位を見ると、県内では 27位と 20 2 に比べ順位が  2位上昇しまし

た。全国では、 ,073位と 20 2 に比べ順位が 364位上昇しました。 

 

 

創業比率順位 

2016年 

県内 
27位 

全国 

1,073位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 福島県富岡町 1,065位 大阪府東大阪市 

2位 福島県楢葉町 1,065位 山梨県鳴沢村 

3位 福島県浪江町 1,065位 東京都荒川区 

4位 北海道陸別町 1,065位 北海道沼田町 

5位 宮城県女川町 1,065位 北海道富良野市 

6位 宮城県南三陸町 1,073位 鹿児島県大崎町 

7位 沖縄県北中城村 1,073位 福岡県大川市 

8位 岩手県大槌町 1,073位 岐阜県中津川市 

9位 岩手県山田町 1,073位 長野県白馬村 

10位 東京都渋谷区 1,073位 千葉県鋸南町 

 1,073位 千葉県いすみ市 
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 ％） 

※創業比率とは、「〔1〕新設事業所（又は企業）を年平均にならした数」の「〔2〕期首において既に存在していた事業所

（又は企業）」に対する割合 

事業所・統計調査に基づく 経済センサスに基づく 

2014～2016年 

全国平均 5.04％ 

鹿児島県平均 4.86％ 

大崎町 3.47％ 

志布志市 3.48％ 

肝付町 2.81％ 

東串良町 1.94％ 

※地域経済分析システム 
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 ５）労働環境 

①有効求人倍率 

20 4 （平成 26 ）から 20 8 （平成 30 ）の鹿児島県の有効求人倍率の

推移を見ると、全国平均より低い値で推移しています。グラフの形状に大きな差異は見

られません。月によっては減少していますが、全体としては増加傾向にあります。20 8

  0月の有効求人倍率順位は、全都道府県で 38位となっており、20 4  0月時

点から 7位上昇しています。 

 

 

②一人当たり賃金 

20 0 （平成 22 ）から 20 8 （平成 30 ）の鹿児島県の一人当たり賃金

の推移を見ると、全国平均より低い値で推移しています。20 2 （平成 24 ）に、

大きく増加していますが、20 0 と 20 3 を比較するとほぼ横ばいとなっていま

す。20 8 の一人当たり賃金順位は、全都道府県で 39位となっています。 
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 万円） 

※地域経済分析システム 

※地域経済分析システム 

※「有効求人倍率」とは、月間有効求人数÷月間有効求職者数をいう。値が 1を超える場合は、求職者数よりも求人数

の方が多く、人手が足りていないことを示している。 



 崎町人口ビジョン  崎町 

 

24 

 

 ６）医療・介護・福祉 

本町の医療施設は、20 8 （平成 30 ） 0月  日で、一般病院 0、一般診療所 6、

歯科診療所 5となっています。 

 

病院数・病床数 

 精神科病院 一般病院 救急告示病院 病床数総数 

曽於 1 8 1 1,022 

曽於市 - 6 1 659 

志布志市 1 2 - 363 

大崎町 - - - - 

 

一般診療所数・歯科診療所数 

 
一般診療所数 歯科診療所数 

総数 有床 病床数） 無床 総数 有床 病床数） 無床 

曽於 53 9 166） 44 30 - 30 

曽於市 24 2 38） 22 11 - 11 

志布志市 23 5 90） 18 14 - 14 

大崎町 6 2 38） 4 5 - 5 

 

医療施設従事医師数・診療科 
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婦
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線
科 

麻
酔
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曽於 79 32 1 3 5 1 1 1 3 4 6 1 3 4 7 1 2 1 1 1 1 

曽於市 43 15 1 3 4 1 1 - 1 - 4 1 2 1 5 - 1 1 - 1 1 

志布志市 32 13 - - 1 - - 1 2 4 2 - 1 3 2 1 1 - 1 - - 

大崎町 4 4 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 
歯
科 

曽於 45 

曽於市 19 

志布志市 19 

大崎町 7 

※厚生労働省 医療施設調査  平成 30（2018）年 10月 1日） 

※厚生労働省 医療施設調査 平成 30（2018）年 10月 1日） 

注：２つ以上の診療科に従事している場合、各々の科に重複計上している。 

※厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師調査 平成 30年 12月 31日現在 
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 ５）労働環境 
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※地域経済分析システム 

※地域経済分析システム 

※「有効求人倍率」とは、月間有効求人数÷月間有効求職者数をいう。値が 1を超える場合は、求職者数よりも求人数

の方が多く、人手が足りていないことを示している。 
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 ７）地方財政 

①一人当たり地方税 

20 7 （平成 29 ）の一人当たり地方税は、 0万  千円となっており、一人当

たり地方税順位は、県内で  7位と 20 2 に比べ順位が 4位上昇しました。全国で

は、 ,30 位と 20 2 に比べ順位が  36位上昇しました。 

②一人当たり市町村民税法人分 

20 7 （平成 29 ）の一人当たり市町村民税法人分は、 万円となっており、一

人当たり市町村民税法人分順位は、県内で 5位と 20 2 に比べ順位が  位下降しま

した。全国では、533位と 20 2 に比べ順位が 36位下降しました。 

③一人当たり固定資産税 

20 7 （平成 29 ）の一人当たり固定資産税は、5万円となっており、一人当た

り固定資産税順位は、県内で  8位と 20 2 に比べ順位が 6位上昇しました。全国

では、 , 03位と 20 2 に比べ順位が 293位上昇しました。 

一人当たり地方税 

一人当たり地方税順位 

2017年 

県内 
17位 

全国 

1,301位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 北海道泊村 1,276位 青森県平内町 

2位 群馬県上野村 1,276位 北海道池田町 

3位 愛知県飛鳥村 1,276位 北海道奥尻町 

4位 青森県六ヶ所村 1,276位 北海道新篠津村 

5位 長野県南相木村 1,276位 北海道三笠市 

6位 福島県檜枝岐村 1,301位 鹿児島県大崎町 

7位 北海道京極町 1,301位 鹿児島県湧水町 

8位 福島県広野町 1,301位 宮崎県日南市 

9位 山梨県山中湖村 1,301位 佐賀県多久市 

10位 神奈川県箱根町 1,301位 福岡県筑前町 

 1,301位 愛媛県久万高原町 
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鹿児島県大崎町 鹿児島県東串良町 

鹿児島県肝付町 鹿児島県志布志市 

一人当たり地方税の推移 
（千円） 

※「一人当たり地方税」とは、人口一人当たりの道府県税又は市町村税をいう。 

・都道府県税 

普通税（道府県民税、事業税、地方消費税、不動産取得税、自動車税、道府県たばこ税など）、目的税 

・市町村税 

普通税（市町村民税、固定資産税、軽自動車税、市町村たばこ税など）、目的税 

※地域経済分析システム 
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一人当たり市町村民税法人分 

一人当たり市町村民税法人分順位 

2017年 

県内 
5位 

全国 

533位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 山梨県山中湖村 437位 北海道木古内町 

2位 山梨県忍野村 437位 北海道根室市 

3位 愛知県飛鳥村 437位 北海道紋別市 

4位 滋賀県竜王町 437位 北海道稚内市 

4位 栃木県上三川町 437位 北海道釧路市 

6位 福島県広野町 533位 鹿児島県大崎町 

7位 栃木県市貝町 533位 鹿児島県薩摩川内市 

8位 青森県六ヶ所村 533位 宮崎県川南町 

9位 神奈川県中井町 533位 宮崎県日向市 

10位 宮城県大和町 533位 熊本県菊池市 

 533位 熊本県玉名市 

 

一人当たり固定資産税 

 

一人当たり固定資産税順位 

2017年 

県内 
18位 

全国 

1,103位 

全国上位 10市区町村 上位下位 5市区町村 

1位 北海道泊村 1,059位 北海道木古内町 

2位 群馬県上野村 1,059位 北海道根室市 

3位 長野県南相木村 1,059位 北海道紋別市 

4位 福島県檜枝岐村 1,059位 北海道稚内市 

5位 青森県六ヶ所村 1,059位 北海道釧路市 

6位 愛知県飛鳥村 1,103位 鹿児島県大崎町 

7位 北海道京極町 1,103位 宮崎県日南市 

8位 宮崎県木城町 1,103位 大分県臼杵市 

9位 福井県おおい町 1,103位 熊本県津奈木町 

10位 福島県広野町 1,103位 熊本県宇土市 

 1,103位 福岡県みやま町 
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※地域経済分析システム 

※地域経済分析システム 

※「一人当たり市町村民税法人分」とは、市町村内に住所を有する個人、あるいは市町村内に事務所などを有する法人

などに課税される、人口一人当たりの法人税などのことをいう。 

※「一人当たり固定資産税」とは、人口一人当たりの固定資産税をいう。固定資産税とは、毎年 1月 1日（賦課期日）

現在の土地、家屋及び償却資産（これらを「固定資産」という）の所有者に対し、その固定資産の価格をもとに算定

される税額を、その固定資産の所在する市町村が課税する税金をいう。 
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 ７）地方財政 
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  将来人口の推計とシミュレーション 

１ 将来人口の推計と分析 

（１）推計パターンとシミュレーションの概要 

 の示すそれぞれのパターン、シミュレーションの概要は、次の通りです。 

 ターン１：（社人研推計準拠） 

主に  010年（平成   年）から  015年（平成  7年）の 口の動向を勘案し将来の 口を推

計。移動率は、足元の傾向が続くと仮定。 

＜出生に関する仮定＞ 

原則として、 015年（平成  7年）の全国の子ども女性比（15～49歳女性 口に対する 0

～4歳 口の比）と各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が概ね維持されるものと

して  0 0年（令和２年）以降、市町村ごとに仮定。 

＜死亡に関する仮定＞ 

原則として、55～59歳→60～64歳以下では、全国と都道府県の  010年（平成   年）→ 015

年（平成  7年）の生残率の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して一律に適用。

60～64歳→65～69歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の  000年（平成 1 年）→

 010年（平成   年）の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用。 

＜移動に関する仮定＞ 

原則として、 010年（平成   年）～ 015年（平成  7年）の国勢調査（実績）に基づいて

算出された純移動率が、 040年（令和   年）以降継続すると仮定。 

なお、 010年（平成   年）～ 015年（平成  7年）の移動率が、 005年（平成 17年）～

 010年（平成   年）以前に観察された移動率から大きく乖離している地域や、 015年（平

成  7年）の国勢調査後の 口移動傾向が  010年（平成   年）～ 015年（平成  7年）の 

口移動傾向から大きく乖離している地域、移動率の動きが不安定な 口規模の小さい地域で

は別途仮定値を設定。 

シミュレーション１ 

仮に、パターン１（社 研推計準拠）において、合計特殊出生率が  030年（令和 1 年）ま

でに 口置換水準（ .1）まで上昇すると仮定。 

シミュレーション２ 

仮に、パターン１（社 研推計準拠）において、合計特殊出生率が  030年（令和 1 年）ま

でに 口置換水準（ .1）まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定。 

 

 

※ 口置換水準： 口を長期的に一定に保てる水準。 
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（２）将来推計とシミュレーション結果の分析 

①総人口の比較 

パターン１（社人研推計準拠）による  040年（令和   年）の総人口は、7,836

人となっています。 

シミュレーション１、 の  040年（令和   年）の総人口は、それぞれ 7,958人、

10, 78人となっており、パターン 1と比較すると、1  人、 ,44 人の差が生じて

います。シミュレーション１、 を比較すると、移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推

移すると仮定したシミュレーション  の推計では、 ,3 0人増加していることから、

人口移動の影響度が大きい（現在の転出超過が大きい）ことが分かります。 

  
※地域経済分析システム 

※パターン１：全国の移動率が今後足元の傾向が続くと仮定。（社 研推計準拠） 

シミュレーション１：合計特殊出生率が 口置換水準（ .1）まで上昇すると仮定。 

シミュレーション２：合計特殊出生率が 口置換水準（ .1）まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定。 
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  将来人口の推計とシミュレーション 

１ 将来人口の推計と分析 

（１）推計パターンとシミュレーションの概要 

 の示すそれぞれのパターン、シミュレーションの概要は、次の通りです。 

 ターン１：（社人研推計準拠） 

主に  010年（平成   年）から  015年（平成  7年）の 口の動向を勘案し将来の 口を推

計。移動率は、足元の傾向が続くと仮定。 

＜出生に関する仮定＞ 

原則として、 015年（平成  7年）の全国の子ども女性比（15～49歳女性 口に対する 0

～4歳 口の比）と各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が概ね維持されるものと

して  0 0年（令和２年）以降、市町村ごとに仮定。 

＜死亡に関する仮定＞ 

原則として、55～59歳→60～64歳以下では、全国と都道府県の  010年（平成   年）→ 015

年（平成  7年）の生残率の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して一律に適用。

60～64歳→65～69歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の  000年（平成 1 年）→

 010年（平成   年）の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用。 

＜移動に関する仮定＞ 

原則として、 010年（平成   年）～ 015年（平成  7年）の国勢調査（実績）に基づいて

算出された純移動率が、 040年（令和   年）以降継続すると仮定。 

なお、 010年（平成   年）～ 015年（平成  7年）の移動率が、 005年（平成 17年）～

 010年（平成   年）以前に観察された移動率から大きく乖離している地域や、 015年（平

成  7年）の国勢調査後の 口移動傾向が  010年（平成   年）～ 015年（平成  7年）の 

口移動傾向から大きく乖離している地域、移動率の動きが不安定な 口規模の小さい地域で

は別途仮定値を設定。 

シミュレーション１ 

仮に、パターン１（社 研推計準拠）において、合計特殊出生率が  030年（令和 1 年）ま

でに 口置換水準（ .1）まで上昇すると仮定。 

シミュレーション２ 

仮に、パターン１（社 研推計準拠）において、合計特殊出生率が  030年（令和 1 年）ま

でに 口置換水準（ .1）まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定。 

 

 

※ 口置換水準： 口を長期的に一定に保てる水準。 
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②人口減少段階の分析 

「人口減少段階」は、一般的に、「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第

２段階：老年人口の維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進

行するとされています。 

パターン 1のデータを活用し本町の人口減少段階を分析すると、 0 0年（令和  

年）までは、「第 1段階」に該当し、 0 5年（令和 7年）頃までが「第２段階」、以

降は全ての年齢階級で人口の減少する「第 3段階」となると予想されます。 
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※地域経済分析システム ※ 015年の 口を 100とし、各年の 口を指数化している。 

【第３段階】 
老年人口減少 
年少・生産年齢人口減少 

【第１段階】 
老年人口増加 
年少・生産年齢人口減少 

【第２段階】 
老年人口維持・微減 
年少・生産年齢人口減少 
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③老年人口比率の分析 

パターン１とシミュレーション１、２について老年人口比率を見ると、パターン１及

びシミュレーション 1は、 030年（令和 1 年）以降、伸び率は減少しますが  055

年（令和 37年）までは増加しています。 

一方、シミュレーション２では、シミュレーション１かつ人口移動が均衡すると仮定

しています。 030年（令和 1 年）に 40％程度でピークになり、その後、低下して

います。社会増減による高齢化抑制の効果は、シミュレーション１より速く現れ、その

効果は、自然増減によるものよりもやや高いことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

※地域経済分析システム 

※パターン１：全国の移動率が今後足元の傾向が続くと仮定。（社 研推計準拠） 

シミュレーション１：合計特殊出生率が 口置換水準（ .1）まで上昇すると仮定。 

シミュレーション２：合計特殊出生率が 口置換水準（ .1）まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定。 
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※地域経済分析システム ※ 015年の 口を 100とし、各年の 口を指数化している。 

【第３段階】 
老年人口減少 
年少・生産年齢人口減少 
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【第２段階】 
老年人口維持・微減 
年少・生産年齢人口減少 
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⑤自然増減、社会増減の影響度の分析 

本町は、自然増減の影響度が「 （影響度 100～105％）」、社会増減の影響度が「5

（影響度 130％以上）」となっています。 

 

 

  

  

自然増減の影響度（2045年） 

1 2 3 4 5 総計 

社
会
増
減
の
影
響
度
（2

0
4
5

年
） 

1   姶良市       
1 

(2.3%) 

2     鹿児島市、日置市     
2 

(4.7%) 

3 
鹿屋市、屋久島町 

龍郷町、喜界町 

出水市、薩摩川内市 

霧島市、東串良町 
      

8 

(18.6%) 

4 
志布志市、十島村、宇検村 

瀬戸内町、天城町、与論町 

指宿市、西之表市、曽於市 

南九州市、さつま町 

枕崎市 

いちき串木野市 
    

13 

(30.2%) 

5 

三島村、長島町、南種子町 

徳之島町、伊仙町、和泊町 

知名町 

阿久根市、垂水市、奄美市 

伊佐市、湧水町、大崎町 

錦江町、南大隅町、肝付町 

中種子町、大和村 

南さつま市     
19 

(44.2%) 

総
計 

17 

(39.6%) 

21 

(48.8%) 

5 

(11.6%) 
0 0 

43 

(100%) 

※自然増減の影響度： 

シミュレーション 1の総 口／パターン 1の総 口の数値に応じて、以下の 5段階に整理。 

「1」＝100％未満、「 」＝100～105％、「3」＝105～110％、「4」＝110～115％、115％以上 

- 社会増減の影響度： 

シミュレーション  の総 口／シミュレーション 1の総 口の数値に応じて、以下の 5段階に整理。 

「1」＝100％未満、「 」＝100～110％、「3」＝110～1 0％、「4」＝1 0～130％、130％以上 

※地域経済分析システム 
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（３）独自推計による将来推計とシミュレーション結果の分析 

以下の仮定を行い、ワークシートを活用し将来推計を行いました。 

独自推計（2015年（平成 27年）作成時と同様の推計）） 

パターン 1（社 研推計）をベースに、以下の仮定を設定。 

＜出生・死亡に関する仮定＞ 

合計特殊出生率が  030年（令和 1 年）までに  .0まで上昇し、 040年（令和   年）に

は、 口置換水準（ .1）となると仮定。  

＜移動に関する仮定＞ 

 040（令和   年）年までに、各年の生産年齢 口の割合が、パターン 1（社 研推計）よ

り 3ポイント増加すると仮定する。（ 0 0年～ 040年までの生産年齢の社会増数を 5年間毎

に約 3 0 増と見込み移動率を設定、以降は  040年と同様の移動率と仮定。） 

その他の年齢階級は、パターン 1（社 研推計）と同様。 
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②人口構成の分析 

 040年（令和   年）の人口ピラミッドで、パターン①と独自推計の年少人口、生

産年齢人口を比較すると、独自推計は、それぞれ 74 人増、 , 06人増となっていま

す。 
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85～89歳 
90歳以上 

独自推計(2040年) 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,862人 （35％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：5,643人 （51％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 1,602人 （14％） 

※ワークシートデータより作成 
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パターン①(2040年) 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,538人 （45％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：3,437人 （44％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 860人 （11％） 
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  人口の将来展望 

１ 現状と課題の整理 

①人口推移と将来推計 

 本町の総人口は 1980年（昭和 55年）以降を見ると、1985年（昭和 60年）から

年々減少傾向にあり、2015年（平成 2７年）には 1 ,241人となっています。人口

構成別では 1995年（平成 7年）頃に、老年人口が年少人口を逆転しており、これ以

降、年少人口 生産年齢人口が減少傾向、老年人口は増加傾向にあります。 

 15 歳から 49 歳の男性人口と女性人口を見ると、1980 年（昭和 55 年）以降は女

性人口が多くなっています。 

 2040 年（令和 22 年）の総人口は、7,8 5 人と予想され、総人口の 45％が、65

歳以上の高齢者となることが予想されます。 

 将来推計人口への影響度は、自然増減が「2」、社会増減が「5」と分析され、両方面

について増加をもたらす施策にバランス良く取り組む必要があるといえます。 

②自然増減の影響 

 1995年（平成 7年）以降では、死亡数が出生数を上回る「自然減」が続いています。

出生数は、2000年（平成 12年）以降は、ほぼ横ばいで推移していますが、死亡数

は、微増減を繰り返しながら増加傾向にあります。 

 合計特殊出生率は、1998-2002年では1.7、200 -2007年に1.71、2008-2012

年では 1.81と微増傾向にあります。 

③社会増減の影響 

 転入数 転出数を見ると 2005年（平成 17年）以降は、転出数が転入数を上回る「社

会減」が続いています。 
 

 年齢階級別純移動数を見ると、10代後半から 20代前半に大きく減少し、20代前半

から 20代後半までは増加していましたが、2010 年以降は減少しています。また、

60代後半以上は転出超過となる傾向が見られます。  
 

 199 年（平成 25年）から 2020年（令和２年）まで総人口に占める外国人の割合

は増えており、特に 2017年（平成 29年）以降の増加率が高まっています。国籍別

在留外国人の推移については中国人が減少傾向である一方、ベトナム人が増加してい

ます。  

 

 口ビジョン 大崎町 

 

35 

②人口構成の分析 

 040年（令和   年）の人口ピラミッドで、パターン①と独自推計の年少人口、生

産年齢人口を比較すると、独自推計は、それぞれ 74 人増、 , 06人増となっていま

す。 
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独自推計(2040年) 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,862人 （35％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：5,643人 （51％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 1,602人 （14％） 
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パターン①(2040年) 

男 女 

老年人口（65歳以上） ： 3,538人 （45％） 

生産年齢人口（15歳～64歳） ：3,437人 （44％） 

年少人口（0歳～14歳） ： 860人 （11％） 
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④その他参考となる調査分析 

 年代別 男女別未婚率は、各年代において男性が女性より高くなっています。しかし、

女性  5～ 9歳の未婚率は、2010年（平成 22年）から 2015年（平成 27年）

の間で 5.8ポイント増と、大幅に増加しています。 

 生涯未婚率は、男性は、鹿児島県平均よりも各年において高く、平成 22 年では、平

成 17年より 4.5 ポイント増加するなど鹿児島県平均よりも増加傾向が顕著です。女

性は、各年において、鹿児島県平均より低い数値を示していますが、増加傾向にあり

ます。 

 大崎町内への年間観光入込客数は、2009年（平成 21年度）以降、増加傾向にあり

ましたが、2014年（平成 26年度）は、減少しています。しかし、その後増加に転

じ、2016年（平成 28年度）以降は横ばいで推移しています。 

 産業大分類別就業者数は、男女ともに「農業 林業」の就業者が最も多く他の産業よ

り突出しています。次いで、男性は、「建設業」、「製造業」が多く、女性は、「医療 

福祉」「製造業」が多くなっています。しかし、「農業 林業」は、高齢化が進んでお

り、50歳未満は  割以下となっています。 

 産業別事業所数を見ると、「卸売業 小売業」が最も多く、次いで、「建設業」、「製造

業」となっています。 

 産業大分類別事業所別従業者数を見ると、男性、女性ともに、「製造業」の就業者が最

も多くなっています。製造業の中分類別事業所別従業者数を見ると、「食料品製造業」

が最も多く、次いで「生産用機械器具製造業」となっています。 

 産業大分類別付加価値額（企業単位）では、「農業、林業」が最も高く、次いで、「漁

業」、「建設業」となっていますが、産業大分類別労働生産性（企業単位）では、「鉱業、

砕石業、砂利採取業」が最も高く、次いで、「電気、ガス、熱供給、水道業」、「金融業、

保険業」の順となっています。 

 

２ 目指すべき将来の方向性 

本町の持続可能なまちづくり条例及び現状分析等を踏まえ、次の３つの基本的視点を定め、

人口減少問題に取り組みます。 

 

視点① 社会、環境、経済等に配慮し、持続可能なまちづくりに自らが取り組もう

とする人を育む 

 

視点② 美しい自然を守り、育みながら発展する、持続可能なまちの基盤をつくり

あげていく 

 

視点③ 多様性を認めながら、互いに認め合い、支え合う、結いの精神に基づい

た地域社会の仕組みをつくりあげていく 
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